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第 4章
エチオピアにおける現物・現金給付政策の変遷と
国際食料援助政策
児 玉　由 佳
はじめに
　エチオピアは世界最貧国のひとつである。一人当たり GDP は470ドル
（2012年）で，これは世界189カ国中183位である⑴。また，道路や電気，水道
といったインフラストラクチャー整備はいまだ不十分である。そのような状
況下で，エチオピアの農業は，降雨量が不安定であるにもかかわらず天水依
存であり，長年干ばつと飢饉の問題に苦しんできた（Pankhurst 1985, 145; 
Lautze et al. 2003）。
　とくに，1984年から1985年にかけてエチオピアほぼ全土で発生した飢饉は
国際的な関心を集めた。世界食糧計画（World Food Program: WFP）のような
国際援助機関，外国政府援助機関そして国際 NGO などさまざまな国際組織
によって，エチオピアに対して大規模な緊急食料援助が行われた。緊急事態
を脱した後の食料支援は，無償食料援助から，公共事業への労働提供を条件
としたフード・フォー・ワーク（Food-for-Work: FFW）やキャッシュ・フ
ォー・ワーク（Cash-for-Work: CFW）へと移行する傾向にある（Webb and 
Kumar 1995）。
　国内の食料安全保障は本来その国の問題だが，エチオピアは十分な食料を
自国の資源のみで確保することができずにドナーからの援助に依存してきた
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ため，その政策は，外国や国際機関の援助方針から大きな影響受けることに
なる。とくに1984～1985年の大飢饉以降，海外からの食料援助はそれ以前の
20万～30万トン前後から100万トン前後まで急増している。大干ばつのあっ
た1992年には，食料援助は120万トンにまで達しており，これはその年のア
フリカへの食料援助の25パーセントを占めていた（Webb and Kumar 1995）。
　したがって，エチオピアにおける食料安全保障に関する政策アイディアを
理解するためには，国際機関における援助政策のアイディアの変遷を理解す
ることが必要となる。エチオピア政府が自国の食料安全保障政策を国際援助
から独立して立案することは困難であるため，国内の政治・社会状況のみに
注目しただけでは政策の変化を説明することはできない。本章の目的は，ド
ナー側の食料援助政策のアイディアが，エチオピアの FFW や CFW を含む
食料安全保障政策にどのような影響を与えているのかを検討するとともに，
被援助国側のエチオピア政府がどのようにそのアイディアを受け入れたのか
を明らかにすることである。近年の国際援助の方針は，被援助国側のオー
ナーシップを重視しているため，被援助国側の政府は国際援助機関からのア
イディアを無条件で受け入れるのではなく，自国の政治・経済状況に適した
形でそれらのアイディアを修正して取り込むことができるようになってきて
いる。したがって，政策アイディアの形成は，援助側からの一方的な押し付
けではなく，被援助国側との相互作用の結果でもある。
　本章は， 4節から構成されている。第 1 節では，エチオピアにおける現物
／現金給付に関する先行研究を検討し，本章の分析枠組みとなる政策伝播の
議論を紹介する。第 2 節で先進国や国際援助機関における発展途上国への食
料援助政策が，国際開発援助に関するアイディアの変化によってどのような
影響を受けたのかを検討する。第 3 節でエチオピアの政治状況と食料安全保
障政策の歴史を概観したのち，第 4 節では，FFW や CFW を活動の柱にし
ている生産的セーフティ・ネット・プログラム（Productive Safety Net 
Program: PSNP）を事例に，国際援助政策のアイディアが，エチオピア国内
の食料安全保障政策にどのような影響を与え，それに対してエチオピア政府
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がどのように対応したのかを分析する。
　食料安全保障政策に関するアイディアは時代とともに変容している。その
変容のなかで，援助機関やエチオピア政府が，分析対象となる現物／現金給
付プロジェクトについてどのようなアイディアを採用しているのかを把握す
ることは，そのプロジェクトを適切に評価するために不可欠である。なお，
本書は現金給付を扱うものであるが，エチオピアの場合は現金給付と現物給
付を同時並行で行うことが多いため，分析対象に現物給付も含んでいる。
第 1節　先行研究と分析枠組み
1．エチオピアにおける現物／現金給付政策に関する先行研究
　エチオピアは，その年の穀物生産状況によって多少増減はあるものの，ほ
ぼ恒常的に食料援助を海外ドナーから受けてきた。これは，緊急食料支援だ
けでなく，フード・フォー・ワークやキャッシュ・フォー・ワーク（以下
FFW/CFW）のような恒常的な食料安全保障プログラムの資金・資源の調達
についても同様である。そのため先行研究は，FFW/CFW のような食料安全
保障プログラムの効率性や有効性をドナー側の視点から検証するものが中心
となっている。
　フード・フォー・ワーク（FFW）とキャッシュ・フォー・ワーク（CFW）
とは，公共事業に参加する対価として食料や現金を給付するプロジェクトの
ことを指す（Holt 1983, 192; ICRC 2007, 12）⑵。労働提供の対価として現物／現
金給付を受けるワークフェア（workfare）型のプログラムに分類することが
できる。このようなプログラムの性質から，先行研究における議論は大きく
ふたつに分けられる。給付の効率性と，参加する公共事業の有効性である。
給付自体に関しては，さらに，食料か現金かという議論（Sabates-Wheeler 
and Devereux 2010）と，公共事業参加の対価として適切な給付水準を設定す
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ることで効率的な自己選択のターゲティングができるのかという二種類の議
論（Sharp 1998; Quisumbing 2003）がある。そして，公共事業については，コ
ミュニティのインフラ向上や，労働参加による経験が参加者の人的資本の蓄
積にどれだけ有効なのかという点が検討対象となる（Holt 1983; Bertu and 
Wickrema 2010）。
　これらの議論は，FFW/CFW を所与として，ドナー側がその有効性を検証
するという形をとる場合が多い。そのため，1970年代から現在にかけて政
治・経済状況が大きく変わっているにもかかわらず，FFW/CFW が食料援助
プログラムとして選択されてきた理由についてはほとんど検討されてこなか
った。
　本章では，エチオピアにおける食料安全保障政策のなかで，FFW/CFW が
1970年代から継続して行われてきた要因について，それを支えてきた国内外
の政策アイディアを検討することで明らかにしていきたい。
2．本章の分析枠組み：政策アイディアの国際政策伝播に関する議論
　国際開発援助における政策アイディアが発展途上国であるエチオピアの開
発政策に取り入れられていく過程を分析するにあたっては，政策伝播（policy 
diffusion）の議論が参考になる。政策伝播とは，特定の時／場所において行
われた政策や事務手続き，制度などを別の時／場所に移転する過程をさす
（Dolowitz and Marsh 1996, 344）。ある国の政策を他国が取り入れるという意味
での政策伝播自体は昔からあるが，その概念を掘り下げて検討するようにな
ったのは，1990年代に入ってからである（Dolowitz and Marsh 1996; Dolowitz 
and Marsh 2000; Dobbin, Simmons and Garrett 2007）⑶。
　歴史的にもさまざまな政策伝播が行われてきたが，近年の政策伝播の特徴
としては，伝播していく政策のほとんどが政治的もしくは経済的に自由化を
進める方向にあるということと，伝播が迅速であることが挙げられている
（Dobbin, Simmons and Garrett 2007, 450）。
第 4章　エチオピアにおける現物 ･現金給付政策の変遷と国際食料援助政策　135
　ドビンらは，政策伝播に関する議論を整理して，大きく四つに分類してい
る（Dobbin, Simmons and Garrett 2007）。ひとつ目は構築主義者によるものであ
り，この場合の政策伝播は，関係するアクターたちによってグローバルな政
治状況が構築されていく過程で，新たな規範が形成，共有された結果である。
その一例としては，発展途上国がグローバルな規範として教育の重要性を受
け入れることで，社会体制がまだ整っていないにもかかわらず，就学率向上
のための政策が採用されることが挙げられている。
　ふたつ目は，強制（coercion）による政策伝播である。構築主義における
政策伝播がアクターの自由意志によるものであるのに対し，強制による政策
伝播は「反自由主義的メカニズム」である（Dobbin, Simmons and Garrett 2007, 
454）。直接的な強制の例としては，構造調整政策におけるコンディショナリ
ティ（conditionality）が挙げられる。とくに，国際的な開発援助に資金を依
存することの多い発展途上国政府には，国際援助機関や外国政府から援助を
受けるに際して条件が課され，政策伝播が「強制的」に行われる場合が多
い⑷（Dolowitz and Marsh 1996, 347-348; Dobbin, Simmons and Garrett 2007, 454-
456）。ソフトな強制としては，アメリカや世界銀行のように国際的に影響力
のあるアクターが報告書などを通じて新たな政策を提唱することで，国際的
な援助政策の方向性が決定づけられていく場合や，主導権を握っているアク
ターが十分な理論武装やデータ分析を用いて新たなアイディアを提示するこ
とで，そのアイディアが国際的に主流となることなどが挙げられる。例えば，
1980年代後半にアメリカ，世界銀行，IMF，シンクタンクなどによって形成
されたワシントン・コンセンサスが挙げられる。ワシントン・コンセンサス
において，発展途上国への開発援助に対して政治的，経済的自由化路線をと
ることが決定されることで，世界的な援助動向も自由化路線を採用するよう
になったのである（Dobbin, Simmons and Garrett 2007, 457）。
　三つ目は，経済的競争の結果による政策伝播である。例としては，発展途
上国が海外投資を誘致するための優遇措置を競って導入することなどが挙げ
られる（Dobbin, Simmons and Garrett 2007, 457）。
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　四つ目は，学習（learning）である。学習は，新たな証拠がこれまでの考え
方や信念に変化をもたらすときに生じるとされる。政策伝播のメカニズムと
しては，他国の政策を学習して自国の政策を取り入れるという形をとる。学
習の経路としては，アクター間のネットワークや，IMF のような国際機関
による成功例の紹介などが挙げられる（Dobbin, Simmons and Garrett 2007, 461-
462）。
　これらの四つの分類は政策伝播のメカニズムをどのようにとらえるのかに
注目したものであり，同じ事例であっても異なる解釈がありうると同時に，
ひとつの事例に対して複数のメカニズムが働く場合もある（Dobbin, Simmons 
and Garrett 2007, 462）。多角的な視点から政策伝播を分析することが必要なの
である。
　本章で取り上げるエチオピアの食料安全保障政策は，外国ドナーに資源・
資金を全面的に依存していることを考えると，強制のメカニズムが働いてい
ると考えられる。その一方，エチオピアに対して援助を行うドナー側は複数
の機関であることを考えると，これらの機関の間で援助アイディアに関する
構築主義的な政策伝播や学習のメカニズムが働くことも考えられる。そして，
エチオピア政府側の，援助側の政策アイディアに対する反応も，政策伝播の
プロセスを考えるにあたって重要である。したがって，本章では，FFW/
CFW という政策アイディアの形成における国際機関とエチオピア政府間の
政策伝播の強制と構築主義的なメカニズムに着目しつつ分析を進めていく。
第 2節　国際開発援助のアイディアの変遷
1．国際開発援助全般
　この40年間で，国際開発援助のアイディアは何度か方向転換を経験してい
る⑸。国際援助機関やドナー側である先進国の間で新たな開発政策のアイデ
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ィアが共有されて伝播していく過程で，国際開発援助の主流となるアイディ
アが形成され，具体的な援助政策となり，発展途上国において実施されると
いう形をとってきた。
　まず，1970年代は，政府の介入を容認するベーシック・ヒューマン・ニー
ズ・アプローチ（Basic Human Needs Approach）が開発の中心であったが，
1980年代にはラテン・アメリカやサブサハラ・アフリカ諸国が深刻な債務危
機に陥ったために，その打開策として世界銀行や国際通貨基金（IMF）主導
の新自由主義をベースとした構造調整政策が主流となった（原口 1995; 絵
所 1997, 105, 109; Lapeyre 2004, 5）。しかし，構造調整政策を導入した国々の
経済状況が結果的に悪化した場合も多く，貧困格差は拡大し，社会サービス
へのアクセスが悪化するなどの弊害も明らかになってきた（Cornia, Jolly and 
Stewart 1987; van der Hoeven 1991; Stiglitz 1998; Lapeyre 2004, 8-11; 高橋・正
木 2004, 114）。
　1990年代後半より，先進国側で，経済停滞にともなう「援助疲れ」や，発
展途上国の重債務取り消しキャンペーン（「ジュビリー2000」）が展開された
ように，先進国内でも政府間援助について再考が必要となった（Smillie 1998, 
35-36; 古川 2003, 15）。
　そのため，ドナー側の開発援助政策は，構造調整政策から貧困削減や社会
開発重視へと再度方向転換したのである。GRIPS 開発フォーラム（2003, 5）
は，このような方向転換の背景に，援助増額の正当性を納税者に納得させる
ために，貧困削減を正面に出すことで，援助が被援助側の人々の生活向上に
役立っていることをアピールする必要があったことを指摘している。方向転
換をより確実なものにしたのが，1999年に世界銀行が新たな開発戦略として
導入した貧困削減戦略ペーパー（Poverty Reduction Strategy Papers: PRSP）で
ある（Lapeyre 2004, 16）。援助を受ける側の政府は，政策策定におけるオー
ナーシップを期待され，中長期的な開発計画として貧困削減戦略ペーパーを
策定することが要求された。このペーパーでは，マクロ経済政策においては
構造調整政策と変わらず自由化路線をとることが期待されていたが，同時に
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貧困削減政策が必須であるとされたことが大きな特徴である（Lapeyre 2004, 
17）。
　それと並行して，1990年代初頭から，世界銀行は援助協調を積極的に進め
ている（Eriksson 2001, 3）。援助協調とは，「ふたつかそれ以上の開発パート
ナーが，援助資源の開発効率を最大限にするために，援助資源を結集させて，
政策，プログラム，手続き，実践を調和させるための活動によって構成され
たものである」（Eriksson 2001, 3）。EU 統合における手続き共通化の経験も，
援助協調への動きを後押ししたといわれている（GRIPS 開発フォーラム 2003, 
3）。2002年のモンテレイ・コンセンサスに代表されるように，援助協調は，
欧米の援助の主流となりつつある（United Nations 2003; 高橋 2010, 387）。とく
に初等教育や保健衛生などの社会開発分野においては，1990年代中ごろには
セクター別の援助協調がすでに実践されていた（高橋2003, 33）。したがって，
被援助国のオーナーシップを重視している PRSP において，社会開発を重視
する貧困削減プログラムを援助協調を通して遂行していくことは，当然の流
れであったといえる（古川 2003）。
2．食料援助に関する議論の変遷
　飢饉に苦しむ人々に食料を援助するということ自体は，人道的な側面から
考えれば疑問の余地は無い。しかし，発展途上国への食料援助政策を立案す
るにあたっては，純粋に人道的な配慮のみではなく，援助側の政治的思惑が
働いていることも多い（Barrett and Maxwell 2005, 19; Sabates-Wheeler and 
Devereux 2010, 275; IFPRI 2012）。また，飢饉についてのアカデミックな議論
の影響によっても，食料援助政策のアイディアは変容している。
　バーレットとマクスウェルは，第 2 次大戦後から現在までのアメリカの食
料援助政策の歴史を批判的に検討している（Barrett and Maxwell 2005）。アメ
リカは，現在に至るまで世界最大の食料援助国である。たとえば2009～2011
年の 3年間の世界の食料援助⑹のうち57パーセントがアメリカによるもので
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ある。批判の焦点は，地政学的考慮，自国の農業貿易促進，国内の農家の余
剰在庫整理など被援助国のためではない目的のためにアメリカの食料援助が
行われている点にある（Barrett and Maxwell 2005, 18）。地政学的な考慮による
ものとしては，冷戦下にソビエト連邦に対抗するために始まった，アメリカ
による発展途上国への食料援助が挙げられている（Barrett and Maxwell 2005, 
18）。
　このような先進国側の利益重視の食料援助政策が大きな要因のひとつとな
って，援助を提供する側の生産農家の在庫に左右されて被援助国が援助を必
要とする時期に食料を供給されない状況が生じるなど，国際的な食料援助は
本来の目的であるはずの飢餓に苦しむ人々への支援に有効に結びついていな
いと批判されるようになった（Barrett and Maxwell 2005, 105）。このような先
進国側における批判を受けて，ドナー優先の食料援助から，受け手側を考慮
した食料援助に重きがおかれるようになったのである。とくに大きな方向転
換を促す契機となったのは，1973～1974年の世界食料危機である（Barrett 
and Maxwell 2005, 106）。
　受け手側を考慮する食料援助の背後にあるアイディアは，権利に基づくア
プローチ（rights-based approach）である（Barrett and Maxwell 2005, 111）。十分
な食料を得る権利については，1949年の世界人権宣言25条においてすでに言
及されており，決して新しいものではない。しかし，セン（2000）によるエ
ンタイトルメント・セオリー（entitlement theory）の議論は，発展途上国の
人々の食料を得る権利の重要性を再認識させることになった（Barrett and 
Maxwell 2005, 108-109）。セン（2000）は，1943年のベンガル大飢饉，1972～
1974年のエチオピア飢饉，1973年前後のサヘル地域での飢饉，1974年のバン
グラデシュ飢饉の具体的事例から，飢饉の原因は，単純な食料供給不足の問
題ではなく，食料を得るためのエンタイトルメントを所有できない，または
有効に使用できないために，食料にアクセスできないことであるとした。
　このように，食料の需給の問題から権利の問題へと飢饉に関するアイディ
アに大きな変化が起こることによって，ドナー側の食料援助政策も，緊急食
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料援助だけでなく，長期的な生活水準向上も考慮したセーフティ・ネット構
築のような政策アイディアが採用されるようになった（Barrett and Maxwell 
2005, 122）。1996年の世界食料サミットで採択されたローマ宣言でも，十分
な食料を確保する権利や飢餓から解放される権利について再確認され，さら
にセーフティ・ネットの重要性についても言及されている⑺。このような流
れを受けて，1990年代後半には，WFP や NGO の活動でも，人権に基づく
アプローチをベースとした政策が採用されるようになった（Barrett and 
Maxwell 2005, 111）。
第 3節　エチオピアにおける食料援助政策の変遷
　エチオピアへの国際的な食料援助は，ドナー間での食料援助政策アイディ
アの政策伝播と，ドナーからエチオピアへの食料安全保障政策アイディアの
伝播という，ふたつの側面をもっている。
　恒常的な干ばつに長年苦しんできたエチオピアでは，国際援助機関や海外
政府からの食料支援に関する長い歴史があり，1970年代にエチオピアで海外
からの大規模食料糧支援が始まってから，すでに40年が経過している。その
間に，上述のとおり，国際開発援助政策のアイディアも変化しており，その
変化は食料援助政策に大きな影響を与えている。とくにエチオピアにおける
食料安全保障政策は，現物／現金給付政策も含めて，主たる財源は外国や国
際機関からの援助であり，その政策の方向性は，国際援助の動向と密接な関
係がある。
　その一方で，エチオピアは，最初の FFW が行われた1974年から現在まで
の約40年の間に，帝政から社会主義政権，エチオピア人民革命民主戦線
（Ethiopia People’s Revolutionary Democratic Front: EPRDF）政権と， 2回の大き
な政権交代を経験している。そのため，エチオピア政府の側でも時代によっ
て FFW/CFW を行う目的が変化している。
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　本節では，まず，エチオピアの政治状況の変遷を概観したのち，1972～
1974年と1984～1985年に起きた大飢饉において，ドナー側とエチオピア政府
側がどのようなアイディアに基づいて緊急食料援助を行ったのかを検討する。
つぎに，緊急性の高い無償食料援助からワークフェアの性格をもつ現物 /現
金給付へと移行していく経緯について，ドナーとエチオピア政府の食料安全
保障政策に関する言説やアイディアに着目しつつ分析する。
1 ．第 2次世界大戦後のエチオピアの歴史概略
　エチオピアでは，第 2 次世界大戦後，2012年のメレス・ゼナウィ首相の死
去による首相交代以前には平和的な政治指導者の交代は無く，武力による政
権交代が1974年，1991年と二度行われている。戦後のエチオピアの政治体制
は，ハイレ＝セラシエ I 世の帝政期（1930～1974年⑻），社会主義政権期⑼
（1974～1991年），EPRDF 政権期の三つにわけることができる。まず，1930年
より続いたハイレ = セラシエ I 世帝政期が1974年の社会主義革命によって
終焉を迎え，その後1991年には，EPRDF が社会主義政権から武力によって
政権を奪取した。社会主義政権から EPRDF への政権交代の背景には，1980
年代後半の東欧諸国の民主革命や1991年のソ連邦解体へと続くソ連の弱体化
などによって，社会主義陣営からの援助が大幅に減少し，エチオピアの社会
主義政権も弱体化したことが挙げられる（Webber 1992, 23-24）。
　EPRDFは，ティグレ主体のティグレ民主主義戦線（Tigray People’s Democratic 
Front: TPLF）が政権の中枢を担っているが，さまざまなエスニック・グルー
プによる政党の連合体であり，現在に至るまで政権は続いている。構造調整
政策と類似した経済自由化が導入されたのは社会主義政権末期だが，自由化
政策が本格的に実行されたのは EPRDF 政権期からである。したがって，経
済自由化導入の時期は，他の発展途上国の構造調整政策導入時期と比較する
と，約10年遅れの1990年前後である。
　ただし，EPRDF 政権は，国際機関からの政策アイディアの強制に対して
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必ずしも従順ではなく，自主的な政策立案を志向してきた。EPRDF 政権が
発足した1995年から首相であったメレス・ゼナウィ（2012年に死去）は，
IMF による強制的な金融自由化政策の導入に対して，エチオピアの国情に
合わないとして頑強に抵抗していたことが，当時世界銀行のチーフ・エコノ
ミストだったスティグリッツの著書で明らかにされている（スティグリッツ
2002, 48-62）。この点は，EPRDF 政権下での食料安全保障政策の変容を検討
するにあたって，政府が国際援助をどのように受け入れたのかを理解するう
えで重要である。
　また，中央集権政治であったこれまでの政権と比較すると，EPRDF 政権
は大幅な地方分権化を進めている点で大きく異なる。エチオピアの行政区分
は，上から，中央政府－州（Region）－ゾーン（Zone）－郡（Woreda）という
構成になっているが，郡レベルに大きな権限が委譲されるようになってきて
いる。2002/2003年度より，人口の87パーセントを占める 4つの州（アムハ
ラ州，オロミヤ州，南部諸民族州，ティグライ州）では，州予算の45パーセン
トを郡レベルで執行することができるようになっている（Garcia and Rajkumar 
2008, 7-8）。この地方分権化の方針は，海外援助機関と共同で行った行政の
効率性の調査に基づいて決定されている（Garcia and Rajkumar 2008, 8）ことか
ら，地方分権化推進には，海外機関からのソフトな強制の存在を否定できな
いが，エチオピア政府の積極的なアイディアの学習も大きな原動力となった
といえる。
2．1972～1974年の大飢饉―帝政期―
　エチオピアは，長年干ばつや冷害などによって飢饉に苦しんできたが，大
規模な海外からの食料援助をエチオピアが受けいれるようになったのは，10
万人以上が飢餓に苦しんだ帝政末期の1972～1974年の大飢饉の時からである
（Samuel 2006, 2）。この飢饉は，エチオピア政府ならびに海外ドナーの対応が
遅れたために飢饉の被害が拡大したと批判されており，1974年の社会主義革
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命の原因のひとつとなったといわれている（Wiseberg 1976, 107-110; Marcus 
1995, 189; セン 2000, 131-132）。飢饉が拡大した原因としては，帝国政府が中
央の経済成長と都市部の政治不安を重視して，農村部の飢饉の状況を軽視し
ていたことが指摘されている（Keller 1988, 168）。1972年には農業省が飢饉の
危険を把握し，その年の11月には内閣に調査報告書が提出されていたにもか
かわらず，政府は事態を等閑視していた（Keller 1988, 166）。1973年 8 月にエ
チオピア赤十字によって難民キャンプが設置された時点で， 6万人以上の避
難民を受け入れることになったという（Keller 1988, 166）。エチオピア政府が
飢饉に対して緩慢な対応をしたことについては，干ばつや飢饉が恒常的に起
きていたため慣れが生じていたことや，災害を自らで解決する能力が欠如し
ていたにもかかわらず，援助の名目で他国から干渉されることを嫌い，海外
からの援助を受け入れるのに消極的であったためといわれる（Shepherd 1975, 
ix ; Wiseberg 1976, 109）。1973年に UNICEF が，エチオピア東部にあるウォッ
ロ地方での飢饉の惨状について報告書をまとめているが，この報告書に対し
てエチオピア政府は拒絶反応を示し，報告書の配布をできるかぎり限定しよ
うとしたとされる。この報告書に対するエチオピア政府官僚のコメントは，
「もしこれを公にするか，援助を受け取らないかを選ぶのであれば，われわ
れは援助無しを選ぶことができる」であったという（Shepherd 1975, 33）。
　また，ドナー側も，エチオピア政府との関係維持を最優先して，飢饉の深
刻さをすぐには公にせず，初期には散発的な食料援助しか行わなかった
（Keller, 1988, 168-169）。その背景には，冷戦の存在があり，「アフリカの角」
地域にあるエチオピアは，戦略上重要な位置にあったことが挙げられる
（Shepherd, 1975, viii）。とくにアメリカは，自由主義陣営側に属するエチオピ
ア帝国政府と軍事的な相互協力体制にあったために，食料援助の必要性を認
識していながら，帝国政府の「不祥事」として飢饉が公になって政情不安に
なることをおそれ，対策が後手にまわったとされている⑽（Wiseberg 1976, 
116-118）。各国の大使館も，飢饉が公になることによってハイレ＝セラシエ
政権が転覆することを恐れ，飢饉の状況を隠そうとするエチオピア政府に協
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力的であった（Shepherd 1975, 90）。飢饉の状況が明らかになってきた1973年
6 月には，エチオピア政府は，公には干ばつと飢饉の議論を抑圧する一方で，
国際援助機関に食料援助の可能性について打診している。しかしその援助は
あくまで秘密裡に行うよう要請したという（Shepherd 1975, 16）。要請された
機関は，WFP，UNICEF，FAO，UNDP，USAID などである。これらドナー
機関が当初その要請を受け入れた理由として，これまでともに活動してきた
援助側と政府役人とのデリケートな関係を維持するためにも，飢饉を公にし
て政府を刺激したくなかったことが指摘されている（Shepherd 1975, 17）。そ
の結果，USAID や WFP の食料援助は，迂回経路をとらされたり，必要以下
の食料しか援助できないなど，結果的には被害を拡大させる結果となった
（Shepherd 1975, 17）。被害の拡大を受けて，最終的には大規模な食料援助を
行ったとはいえ，援助国側，被援助国側双方の政治的思惑によって，国際援
助が遅れることとなったのである。
3．1984～1985年の大飢饉―社会主義政権期―
　エチオピアは，社会主義政権期にも大規模な飢饉を経験し，多くの犠牲者
を出している。1984年 9 月に社会主義政権による政権樹立10周年の大規模な
祝典があり，それ以前には飢饉が生じている地域への取材は認められていな
かったが，祝典終了後の10月にエチオピアでの飢饉の様子を取材することが
可能になり，海外メディアがエチオピアの飢饉の様子を報道できるようにな
った（Clay and Holcomb 1986, 1）。飢饉の状況が世界的に報道されることによ
って， 1年足らずでアメリカだけでも 2 億ドル，世界全体で計12億ドルの支
援が集まったという（Clay and Holcomb 1986, 2）。当時ソビエト陣営の一員と
みなされていたエチオピアに対して欧米諸国が積極的に食料援助を行ったの
は，ソビエト連邦には解決できない問題を西側が解決できることを誇示した
かったためともいわれている（Clay and Holcomb 1986, 2）。
　このように大量の食料支援にもかかわらず，1984～1985年の大飢饉は，
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1972～1974年の飢饉よりもさらに甚大な被害をもたらした（Yeraswork 2009, 
811）。その原因としては，天候不順による大規模な干ばつ被害が第 1に挙げ
られるが，内政においても，不適切な政策による長期的な農業生産能力の低
下，反政府勢力が活動していた地域に対する政府の農業生産妨害，政府が援
助物資を適切に使わず軍事用に利用していたことなどが指摘されている
（Clay and Holcomb 1986, 42-45）。政権樹立10周年の式典までエチオピア政府が
干ばつ被害を外国から隠蔽していた（Clay and Holcomb 1986, 1）ことも被害を
拡大させた要因のひとつといえよう。一方，エチオピア政府側も，西側諸国
の援助物資が不十分で不適切な時期に提供されたという抗議の声明をだして
いる（Clay and Holcomb 1986, 42-45）。
　1972～1974年，1984～1985年の飢饉では，食料援助の必要性は広く認識さ
れていた。それにもかかわらず，ドナー側とエチオピア政府側双方の政治的
な思惑のために迅速に飢饉対策が行われず，導入時期の遅れから被害が拡大
することとなった。
　食料支援の資金・資源のほとんどがドナー側によって賄われていることを
考えると，人道上であるとして，ドナー側がエチオピア政府の意思に反して
独自に食料援助を行うことも可能であったかもしれないが，飢饉が深刻な段
階まで進んでからしか食料援助は実現しなかった。このような事態は，両者
の政治的思惑だけでなく，先進国側と発展途上国側との不均衡な力関係の下
でも，必ずしも一方的に前者が後者に政策を強制できるわけではないという
ことも示唆している。
4 ．緊急食料支援から FFW/CFW へ
　1972～1974年と1984～1985年の飢饉のどちらにおいても，食料援助政策は，
危機的状況から脱して状況が沈静化してくると，無償の食料支援から公共事
業の労働参加を義務付ける FFW/CFW へと食料援助政策が移行していくと
いう経過をたどっている。WFP のような国際機関だけでなく，1984～1985
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年の飢饉において緊急食料援助を行っていた国際 NGO なども，状況が安定
した後は援助食料の使い道を無償食料援助から FFW へとシフトしていった
（Webb and Kumar 1995, 203）。
　このような方向転換のおもな理由は，天災によって失われた土壌や河川の
整備などによって長期的な環境改善を図り，飢饉の再発を予防するためであ
る（Holt 1983; Yeraswork 2009）。しかし，それだけでなく，効率的な援助のた
めに無償の食料援助から開発支援への移行を援助機関に求めるドナーからの
圧力の下で，新たな政策アイディアとして FFW/CFW が注目されたともい
える（Bertu and Wickrema 2010, 145）。たとえば WFP では，2003年に FFW/
CFW を含んだ MERET（Managing Environmental Resources to Enable Transition）
プロジェクトを導入するにあたって，ドナー側から食料援助から開発支援へ
の方針転換を求める圧力があったと報告されている（Bertu and Wickrema 
2010, 145）。
　エチオピアにおける FFW は，1972~1974年の大飢饉のときに食料援助の
一環として始まっており，記録に残っているもっとも初期の FFW としては
WFP 主導の1972年のものが挙げられる（Holt 1983; Humphrey 1998, 191）（表4－
1参照）。ただし，大規模な FFW が行われるようになったのは，1980年代に
なってからであり（Yeraswork 2009, 811），1982年には FFW に使われた食料は
エチオピアへの食料援助の約半分を占めていたという（Holt 1983, 181）。1980
年から1994年まで続いた WFP 主導の FFW プロジェクト（Project Ethiopia 
2488）は，この時期にアフリカで行われた FFW では最大のものであった
（Humphrey 1998, 6; Yeraswork 2009, 809-810）。
　なお，エチオピアにおいては，食料を給付する FFW と現金を給付する
CFW が併存している。対象となる地域における食料供給状況と市場の発展
度によって，必要とするものが異なるためである。
　初期の CFW プロジェクトとしては，1984～1985年の飢饉の際にエチオピ
ア政府と国際連合児童基金（UNICEF）が行ったキャッシュ・フォー・フー
ド（Cash-for-Food）・プロジェクトが挙げられる（Humphrey 1998, 7）（表4－1）。
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表4-1　エチオピアで行われた FFW/CFW
政治状況による
時代区分
エチオピアの状況 FFW/CFW を行ったプログラム
～1974
ハイレ＝セラシエＩ世
帝政期
1972～1974年
飢饉（ティグレ，ウォッロ）
・1972 FFW（WFP）
1974～1991
社会主義政権
1984～1985年 ・ 1980～1994　Project Ethiopia 2488 Expansion 1, 2, 3
（WFP/農業省）
飢饉（全地域） ・1984/85～1990 Cash for Food （UNICEF/RRC*1）
・1985～不明 Damot Weyda での FFW（Concern）
・1989 Peasant Agri. Dev. Programme（EC/農業省）
1991～
EPRDF 政権
1990～1992年 ・1991～不明　EBSN Pilot Projects（WFP/Concern）
飢饉（北部，西部，南西部） ・ 1992 Wobera での FFW/CFW（WFP/農業省/Oxfam 
UK）
・1992～Tekle Haimanot FFW（WHP/SIDA/IHAUDP*2）
・1992～ Koisha CFW（SOS Sahel）
1993～1994年 ・1992～1994 Arsi での FFW/CFW
飢饉（北東部） ・1993 Tigray での FFW/CFW（WFP/GTZ）
・ 1993～ Employment Generation Scheme （エチオピア
暫定政府）
・1994～2002 Project 2488 Expansion 4（WFP/農業省）
2002 干ばつ ・ 1995～2005　Microproject Programme （REST*3/31の
援助機関）
・2003～2006 MERET（WFP/農業省） 
・ 2005～現在 PSNP（エチオピア連邦政府 /世銀 /
WFP/EU/ 他 6 カ国）
・2007～2011 MERET-PLUS（WFP/農業省）
2011 干ばつ
（出所）　Humphrey（1998, 6），Bertu and Wickrema（2010, 152），Webb and von Braun （1994, 20-
21），Yeraswork（2009），IEG（2011, 29），USAID（2002）*4，WFP（n.d.）*5
（注）　*1　Relief Rehabilitation Commission（エチオピアの政府機関）
　　　*2　Integrated Holistic Approach to Urban Development Project（ローカル NGO）
　　　*3　Relief Society of Tigray（ローカル NGO）
　　　*4　http://2001-2009.state.gov/p/af/rls/fs/15210.htm
　　　*5　http://www.wfp.org/countries/ethiopia/overview
このプロジェクトで食料ではなく現金を支給したのは，輸入された援助食料
ではなく，受益者が地元の穀物を購入できるようにするためであった
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（Humphrey 1998, 7）。受益者だけでなくコミュニティの経済発展も考慮して
いる点で，受益者の救済としての食料給付を重視したそれまでの FFW とは
異なる目的をもったプロジェクトであったといえよう。
　現金給付と現物給付（多くの場合食料給付）のどちらが貧困層への援助に
有効なのかについては，人道援助と社会保護の研究において長らく議論され
てきた。サバテス―ウィーラーらは，現金給付と現物給付の比較分析に関す
る従来の議論の中心は，給付される側のニーズではなく，食料の余剰在庫を
抱えるドナー側にあったと指摘している（Sabates-Wheeler and Devereux 2010, 
275）。また，発展途上国の貧困層が適切に現金を使えないだろうという「エ
リート目線」から現金給付を疑問視する側面もあったとしている（Sabates-
Wheeler and Devereux 2010, 275）。さらに，2000年代初頭には，被援助国での
食料給付の問題点も多く指摘されるようになった。とくに，他国から出荷さ
れた食料を貯蔵し配布する費用の問題，そして無償の援助食料が地元の農業
生産や商業分野と競合してしまう点などが，食料給付の問題として挙げられ
ている（Barrett and Maxwell 2005, 131）。また，特定の食料しか配布できない
ため柔軟性に欠ける上，食料を渡すという行為自体が従属関係を生むといっ
た点も指摘されている。
　現金を給付する場合は，給付にかかる費用も少なく，その現金を用いて農
業生産や商業活動を行うこともできるうえに，必要に応じて食料でないもの
も購入できるという利点がある（Sabates-Wheeler and Devereux 2010, 275）。こ
のような議論を背景に，現金給付が支持されるようになっていった（Barrett 
and Maxwell 2005, 200; Sabates-Wheeler and Devereux 2010, 275）。
　ただし，近年では，改めて現物給付の利点と現金給付の欠点が検討される
ようになっている（Devereux 2006; Gentilini 2007; Sabates-Wheeler and Devereux 
2010）。サバテス―ウィーラーらは，以下の二点を指摘している（Sabates-
Wheeler and Devereux 2010, 275）。まず，食料や現金の管理におけるジェンダー
の問題である。食料は女性によって管理され，現金は男性によって管理され
ることが多いため，現金給付は女性や子どもに裨益しない恐れがある。第 2
第 4章　エチオピアにおける現物 ･現金給付政策の変遷と国際食料援助政策　149
に，現金給付はインフレーションに対して脆弱であることが挙げられる。た
とえば2007～2008年の国際的な食料価格高騰によって，低所得層や現金給付
に依存していた貧困層の購買力は著しく低下した。このような状況下では，
現金給付より食料給付の方が貧困削減に有効であると考えられる。
　このように，食料給付と現金給付にはそれぞれ異なる利点と問題点がある
ため，どちらの方法が優れているのかといった評価は難しい（Sabates-Wheeler 
and Devereux 2010）。したがって，エチオピアでも，後述のように対象地域の
状況などを勘案して食料給付と現金給付を使い分けている（Sabates-Wheeler 
and Devereux 2010, 275）。食料給付と現金給付のどちらを行うべきかを決定す
るプロセスでは，対象地域の食料事情や経済状況の精査が必要となる。その
ため状況を理解していない外部ドナーによる一方的な判断で FFW か CFW
かの選択を行うことは難しく，現地の状況に柔軟に対応するためには，政府
末端の行政機関に判断が求められることになる。有効にプロジェクトを遂行
するためには，食料給付と現金給付のどちらが優れているのかといった机上
の議論ではなく，現地機関の自主的な判断が必要となる。
第 4節　 生産的セーフティ・ネット・プログラムと国際食料
援助政策
　2005年よりエチオピアで始まった生産的セーフティ・ネット・プログラム
（Productive Safety Net Program: PSNP）は，これまでの FFW や CFW の延長線
上にあるように考えられがちである。しかし，プログラムを精査してみると，
国際機関やエチオピア政府の抱いている食料安全保障政策に関するアイディ
アの変容の結果，これまでとは異なる性格をもった現物／現金給付政策であ
ることがわかる。
　国際機関による発展途上国への援助についてのアイディアの変化は，エチ
オピアへの食料安全保障関連の援助にも変化をもたらしている。同時に，エ
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チオピア政府側も，食料安全保障と開発との関係性についての新たなアイデ
ィアを採用することによって，PSNP を一過性の食料援助としての FFW/
CFW ではなく，開発のための重要なプログラムとして位置づけている。
　本節では，国際機関とエチオピア政府との間の政策アイディアの相互作用
に注目しつつ，PSNP について検討する。
1．生産的セーフティ・ネット・プログラム導入までの背景
　PSNP は，エチオピアが受動的に外国ドナー主導による食料援助を受け入
れるのではなく，エチオピア政府の食料安全保障政策に対する主体性が前面
に出ているという点で，これまでの食料援助とは異なっている（Fithanegest 
et al. 2010, 330; World Bank 2010, 8-9）。その契機として，2002～2003年に起き
た大干ばつの経験に基づいた政府の食料安全保障政策の方針転換が挙げられ
る。
　2003年に，エチオピア内閣府は，国連機関，外国政府援助機関そして
NGO までを含んだ外国ドナーとともに，エチオピアの食料安全保障政策に
対する中期的解決策を検討する一連の会議を開催した（World Bank 2010, 8）。
フトゥハネグストらによると，この会議のなかで，エチオピア政府が「初め
て」公式に，天候不順のような予期せぬ災害によって生じる食料不足は，短
期的なショックの問題ではなく開発の問題であるという認識を示したという
（Fithanegest et al. 2010, 330）。この報告はそれ以前のエチオピア政府の食料政
策については言及していないが，それまでの開発政策は飢饉と開発の問題を
結びつけたものではなかったことを間接的に示している。
　エチオピアの食料安全保障政策における変化は，関連する組織の再編など
にも表れている。1974年に設立された救済復興委員会（Relief and Rehabilitation 
Commission: RRC）は外国からの食料援助の窓口としての役割を果たしてき
たが，1995年に災害防止準備委員会（Disaster Prevention and Preparedness 
Commission: DPPC）へと名前を変更する⑾。DPPC のエグゼクティブ・メン
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バーには，議長を務める副首相のもと，財務省，保健省，経済協力開発省の
大臣が入っており，DPPC は食料安全保障政策に関する政府の最高意思決定
機関といえる。それに加えて，農業開発省管轄下に災害リスク管理食料安全
保障部門（Disaster Risk Management and Food Security Sector: DRMFSS）が2009
年に設立された。DRMFSS は，食料安全保障政策に関する計画立案など実
務を担当している⑿。DRMFSS の下部組織には，早期警戒対応局（Early 
Warning and Response Directorate） と 食 料 安 全 保 障 調 整 局（Food Security 
Coordination Directorate）があり，生産的セーフティ・ネット・プログラムは
後者で扱われる。災害への対応を第 1 の目的として設立された RRC や初期
の DPPC と比較すると，DRMFSS は食料安全保障を管轄している点が異な
っており，より長期的な計画が立てられるようになった。
　このようなエチオピア政府の方針転換は，国内の政治・経済的状況を考え
れば妥当であるともいえるが，国際的な援助動向の影響も大きかったと考え
られる。上述の会議に先立って2002年に策定されたエチオピア版貧困削減戦
略ペーパーといえる「持続可能な開発貧困削減プログラム」（Sustainable 
Development and Poverty Reduction Program: SDPRP）において，成長重視から
貧困削減へと開発政策が変更され，セーフティ・ネットの重要性が言及され
ている。したがって，2003年の会議における政府の声明以前から，食料安全
保障と開発政策を結びつけるという方針転換は，エチオピア政府にとっても
国際機関にとっても既定路線だったといえよう。
　たとえば世界銀行の PSNP に関する成果報告書では，PSNP の目的は，エ
チオピア政府の食料安全保障政策を，毎年のように繰り返される場当たり的
な緊急食料支援の要請から，長期的開発志向のセーフティ・ネット構築へと
転換させることであると明言されている（IEG 2011, vii）。
　エチオピア政府の食料安全保障政策の大きな方向転換は，政府が世界的な
動向とは無関係に行ったものではなく，世界銀行のような国際ドナーによる
強制的な政策移転の意図との相互作用のなかで生じたといえる。
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2 ．生産的セーフティ・ネット・プログラム概観
　生産的セーフティ・ネット・プログラム（PSNP）は，干ばつ危険地域
（draught-prone area）を対象とし，その地域の人々の長期的な食料安全保障の
確立をめざすものである。具体的な目的は，FFW/CFW を通して食料や現
金給付をおこなって世帯レベルの資産の消耗を防ぐとともに，住民参加の公
共事業によってコミュニティ・レベルの資産を創出することで，食料安全保
障を確立することにある（MoARD 2006, 1）。
　セーフティ・ネット・プログラム以前に行われてきた FFW や CFW のほ
とんどは，国際機関や各国ドナーが個別に実施してきたが，このプログラム
では，エチオピア政府が援助協調によって国際機関・ドナー政府からの支援
をまとめて受け取り，州政府や地方自治体に実施を委譲する仕組みになって
いる（Fithanegest et al. 2010）⒀（資金分担については表4－2参照）。この点が，こ
れまでの FFW/CFW プロジェクトとは異なるということは，DRMFSS 関係
者からの聞き取りでも確認された⒁。
　国際機関ではなく，エチオピア政府がこのプログラムを主導しているとい
う位置づけは，政府の文書でも明言されている。2006年に出された「生産的
セーフティ・ネット・プログラム：プログラム実施マニュアル（修正版）」
（Productive Safety Net Programme: Programme Implementation Manual  （revised））
（MoRAD 2006）では，エチオピア政府がイニシアティブをもってプログラム
を遂行するという言説をベースに文章が書かれている。たとえば，マニュア
ル冒頭にあるプログラムを行う理由の部分で，以下のような文章がある。
　緊急人道援助によって普及したシステムよりも，むしろ複数年にわ
たって安定して資源を供給できる生産的セーフティ・ネット・システ
ム［経由のプログラム］の方が，食料不安を抱える世帯の基本的な食
料ニーズを検討するにあたって，切迫した必要性があると，エチオピ
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ア政府は決断した（MoARD 2006, 1, ［   ］内，および下線は筆者）。
　この文章には外部からの「強制」を窺わせる要素はなく，エチオピア政府
自らの決断であるということが強調されている。後述するとおり，PSNP に
使われる資金，資源のほとんどは海外からの援助であり，被援助国側のオー
ナーシップ自体も強制的に担わされている側面はある。しかし，政府側の言
説はあくまで PSNP は政府自身の決断によるプログラムであり，マニュアル
表4-2　PSNP 用融資（APL＊11～3）の財源
関係機関
第 1期（2005-2006） 第 2期（2007-2009） 第 3期（2010-2014）
US ＄（百万） （％） US ＄（百万） （％） US ＄（百万） （％）
繰越金 NA － 0 （0） 19.0 （1）
エチオピア政府＊2 0.1 （0） 5.6 （1） 53.8 （3）
国際開発協会（IDA） 113.7 （29） 207.9 （20） 462.5 （27）
イギリス国際開発部（DFID） 95.9 （24） 139.3 （13） 282.3 （16）
EC 37.5 （10） 160.8 （15） 78.7 （5）
アイルランド AID（DCI） 21.3 （5） 47.4 （5） 74.3 （4）
アメリカ　USAID ＊3 102.4 （26） 314.2 （30） 530.9 （31）
カナダ国際開発庁（CIDA）＊4 16.8 （4） 87.4 （8） 81.8 （5）
WFP 0 （0） 25.1 （2） 50.0 （3）
スウェーデン国際開発庁（SIDA） 4.3 （1） 29.4 （3） 23.0 （1）
オランダ 0 （0） 31.3 （3） 71.3 （4）
防災グローバルファシリティ（GFDRR）＊5 0 （0） 0.3 （0） 0 （0）
残高＊6 0 19.0 -499.7
合計＊7 392.0 （100） 1,067.7 （100） 1,227.9 （100）
（出所）　IEG（2011, 29）より筆者作成。
（注）　＊1　アダプタブル・プログラム・ローン（Adaptable Program Loan）。長期的な開発プロ
グラムのための段階的な融資。詳細については世界銀行ホームページを参照のこと（http://
go.worldbank.org/ARB0Z06MC0）。
　　　＊2　エチオピア政府は，APL1では現金，APL2, 3では現物の提供。
　　　＊3　USAID の資金は，NGO と WFP を経由して提供された。
　　　＊4　CIDA の APL1の資金は，実際には APL2に分配された。
　　　＊5　2006年に設立された国際ドナー機関。
　　　＊6　内訳の割合からは除く。
　　　＊7　オリジナルに記載されている合計の数値が内訳の合計と大きく異なるため，筆者が計
算した数値を記載した。
154
では地方分権化に伴って下部行政機関の役割を重視していることが明記され
ている（MoRAD 2006, 4）。援助はエチオピアの行政機構のなかに内製化され
ていく方向にあるといえよう。
　生産的セーフティ・ネット・プログラムの活動内容は，FFW/CFW と無
償の食料／現金給付のふたつに分類される。中心となるのは，FFW/CFW
であり，資金は85パーセントを目安に FFW/CFW に割り当てられている。
残りの15パーセントは，高齢者，妊産婦，障害者，10代の孤児など FFW/
CFW に参加できない人々を対象にしたもので，無償で食料もしくは現金が
給付される（MoARD 2006, 11, 44）。
　DRMFSS 関係者の聞き取りなどから，PSNP における FFW/CFW は，食
料支援とともにプログラム参加によって個人が労働技術などを習得すること
で人的資本を蓄積することを目的としていることが明らかになっている⒂。
なお，FFW/CFW のプログラムで受給者が参加する公共事業は，農業での
生産活動と重複しないように 1 月から 6 月の間に行われる（Hoddinott et al. 
2012, 766）。
　2005年の段階では現金優先原則（Cash-first principle）がとられていたが，
その後2009年には，プロジェクト対象地域の状況に応じた形で FFW と CFW
を組み合わせることが奨励されるようになった（MoARD 2006, 46; Fithanegest 
et al. 2010, 332）。その背景には，2007年以降急激に進行したインフレーショ
ンのために，現金の実質的な価値が急激に低下してしまったことが挙げられ
る（Sabates-Wheeler and Devereux 2010）。DRMFSS 関係者によると，実際にプ
ログラムを遂行していく場合，現金給付の方が保管場所，保管期間，輸送費
用などを考えると食料の現物給付よりも容易であることは確かだが，食料が
市場に出回っていない地域などでは FFW を選択しているという。この選択
については，援助機関や DRMFSS ではなく，現地の行政機関に判断がゆだ
ねられている。⒃表4－3は，2009/2010年度から2012/2013年度のプログラムの
受益者が，このプログラムを通して何を受け取っているのか内訳を示したも
のである。年度によって現金給付と食料給付の受益者の割合が異なっている
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が，これはそのときどきの農業生産の状況や食料価格によって対応した結果
であると考えられる。
　エチオピア政府にとって，生産的セーフティ・ネット・プログラムは，食
料安全保障政策が機能し経済成長によって世帯レベルの生活水準が向上すれ
ば，不要となるプログラムという位置づけにある。FFW や CFW への参加
を通じて獲得した収入や技術・知識を生かすことによって，プログラム参加
者の経済的自立が可能となり，プログラムから順次卒業していくことをめざ
している⒄（MoARD 2006, 3）。政府が卒業をめざす背景には，このプログラ
ムの資金のほとんどが外国からのドナーによるものであり，政府単体では継
続不可能であることが挙げられる。前掲の表4－2からもわかるとおり，この
プログラムの資金の100パーセント近くがドナーによって賄われている。
　エチオピア政府は，生産的セーフティ・ネット・プログラムと平行して，
卒業後の受け皿として，国家財政からの支出に基づいたマイクロファイナン
スによる自立支援プロジェクトを行っている⒅。しかし，マイクロファイナ
ンスを利用するためには，十分な収入を確保できる経済活動に従事している
ことが前提となるため，干ばつなどの被害を受けた地域の人々が容易に現金
／現物給付からマイクロファイナンスへ移行できると考えるのは難しい。
2010/11～2014/15年度を対象とした新 5 カ年計画（The Growth and Trans-
formation Plan: GTP）では，生産的セーフティ・ネット・プログラム対象者の
段階的減少を前提としており，政府予測では，2009/10年度の対象者780万人
表4-3　生産的セーフティ・ネット・プログラムにおける受益者内訳＊
2009/10年度 2010/11年度 2011/12年度 2012/13年度
受益者数（人）（％） 受益者数（人）（％） 受益者数（人）（％） 受益者数（人）（％）
現金のみ 1,743,992  （22） 1,307,062  （17） 1,156,038  （15） 3,512,106  （51）
食料のみ 1,702,225  （22） 3,653,767  （47） 1,352,169  （18） 1,862,800  （27）
現金・食料 4,374,786  （56） 2,787,476  （36） 5,133,861  （67） 1,514,974  （22）
合計 7,821,003 （100） 7,748,305 （100） 7,642,068 （100） 6,889,880 （100）
（出所）　エチオピア政府による公式書類より。
（注）　＊エチオピア政府の計画であり，実際の受益者とは異なる。
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から，2014/15年度には130万人まで減少していくことになっている（MoFED 
2010）。現在のところ，プログラムから卒業できた人々の数は政府の予測を
下回っており，実際には順調に卒業できる対象者は予測以下にとどまるとみ
られている。世界銀行エチオピア事務所で生産的セーフティ・ネット・プロ
グラムを担当している関係者も同様の意見を述べるとともに，性急な卒業に
対して懸念を示していた⒆。
3．生産的セーフティ・ネット・プログラムとこれまでの FFW/CFW
　　との比較
　生産的セーフティ・ネット・プログラム（PSNP）とそれ以前の FFW/
CFW では，概要自体は大きく異なる点はなく，どちらも公共事業に労働参
加した人々に食料や現金を給付するプログラムである。ただし，活動資金の
流れ，主導権のあるアクター，そして目的において，これまでと異なる点が
多い。PSNP の特徴は，被援助国側であるエチオピア政府のオーナーシップ
が前提であることと，新自由主義的な政策アイディアが前面に出ていること
である。
　まず，生産的セーフティ・ネット・プログラムは，長期的な開発計画のな
かに組み込まれているという点で，その時々の天災からの復興をめざすこれ
までの FFW/CFW とは目的が異なる。また，援助協調によって，複数のド
ナーの資金がひとつにまとめられることも大きな違いである。これまでは，
各ドナーが干ばつ被害を受けた地域に対する援助として，政府と一対一で援
助プログラムを遂行してきたが，生産的セーフティ・ネット・プログラムで
は，関係機関によってドナー会議が開かれプロジェクトの方向性や結果につ
いて検討が行われたのち，実務遂行はエチオピア政府に委ねられる。エチオ
ピア政府が対象地域や給付の種類などの決定権をもち，プログラムを遂行し
ていく仕組みになっている⒇（Fithanegest et al. 2010）。
　エチオピア政府主導という特徴は，援助対象地域に現金給付を行うか食料
第 4章　エチオピアにおける現物 ･現金給付政策の変遷と国際食料援助政策　157
給付を行うのかの判断を，地方の行政機関にゆだねていることにも表れてい
る。エチオピアの PSNP 担当局である DRMFSS の担当官も，CFW と FFW
については，プログラムが行われる現場の状況をふまえて，混合で行う場合
も含めて現場の行政機関が柔軟に判断すべきものであるとしている。先述
の援助側の現金給付と食料給付に関する議論を，現場レベルで取り入れて対
応していることからも，その遂行段階で被援助側の自主性が発揮されている。
　このような自主性を発揮することが可能になったのには，地方分権化が進
んでいることも深く関係している。地方分権化のアイディアも，前述のよう
にエチオピア政府と国際機関との相互作用の結果であることを考えると，発
展途上国における政策アイディアの形成過程を理解するには，ひとつの政策
を抽出して分析するだけでは不十分であるといえる。
　つぎに，公共事業参加の目的において，生産的セーフティ・ネット・プロ
グラムは，これまで重視されてきた公共事業への労働参加によるコミュニテ
ィの開発よりも，給付を通した個人もしくは世帯レベルのエンタイトルメン
ト向上を重視している点でも，これまでの FFW/CFW とは異なる（Fithanegest 
et al. 2010, 153）。たとえば，フトゥハネグストらは，先述の WFP による
FFW/CFW を含んだ MERET プロジェクトと生産的セーフティ・ネット・
プログラムを比較して，後者はコミュニティ単位での土壌や水資源改良のよ
うな環境保全活動を軽視していると批判している（Fithanegest et al. 2010, 153）。
　また，急激なインフレーションによって若干修正されたものの，「現金優
先原則」に明らかなように，給付を通して家計の購買力が向上し，それによ
って市場が活性化されることが期待されており（MoARD 2006, 1），市場原理
を通した貧困削減を重視している。たとえば，2012/13年度の生産的セーフ
ティ・ネット・プログラム計画文書では，再度「現金優先原則」が明示され
ている。この文書では，現金給付優先の理由を，市場を活発化させることで
食料援助依存からの脱却をめざすためとしている。
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おわりに
　本章では，エチオピアでの食料安全保障政策が，国際援助機関による緊急
食料支援から始まって FFW や CFW へと移行していき，現在のエチオピア
政府がオーナーシップをもつ生産的セーフティネットプログラム（PSNP）
へと変化していく過程を検討した。
　エチオピアの食料安全保障政策のための資金のほとんどは，国際援助機関
や外国政府に依存してきた。エチオピアにおいて無償食料支援から FFW/
CFW へと食料安全保障政策が変化した背景には，エチオピア政府に対して
だけでなく，WFP のような国際援助機関に対しても，ドナーからの効率性
への要求圧力が高まったことが挙げられる。また，FFW/CFW 自体も，そ
の手法自体には大きな変化はみられないが，その目的は，PSNP 導入にあた
ってコミュニティ開発重視から個人／世帯の生計向上重視へと変化している。
そこには，新自由主義的な思想を根底にもつ開発援助政策が世界的な主流に
なっていることが影響している。また，援助協調によって，被援助国側のエ
チオピア政府が，政策遂行において主導権を発揮することができるようにな
っているが，その援助協調のアイディア自体が国際援助政策から生まれてい
ることは，援助側と被援助側の政策伝播のなかでの相互作用として留意して
おくべきであろう。
　エチオピアの食料安全保障政策は，資金や資源を国際援助機関やドナー政
府に依存しているために，ドナーの政策アイディアを資金とともに受け入れ
てきた。そこには，さまざまな政策伝播のメカニズムが働いているが，それ
は大きく三つに分類できる。
　ひとつは，ドナー間での政策伝播であり，そこには構築主義的メカニズム
や学習メカニズムが働いている。前者は，ドナー側が援助政策形成において
他国ドナーや国際機関の援助動向や，先進国における社会福祉政策の動向を
自発的に取り入れていくものであり，後者は，たとえば世界銀行や FAO そ
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して国際 NGO などが紹介するプロジェクトの成功例を学習して政策を取り
入れていくメカニズムである。このふたつは，独立したものというよりは，
互いに密接に関係しているといえる。
　つぎに挙げられるのは，ドナー側からエチオピアへの食料安全保障政策に
関する政策伝播である。ドナーに資金を依存しているエチオピアにとっては，
ドナー側から提示される政策を受け入れざるをえないという点では，直接的
な強制のメカニズムが強く働いている。
　三つ目は，被援助国側であるエチオピア政府のアイディア伝播に際する自
主性である。それ以前の国際開発援助は強制的な性格が前面に出ていたとい
えるが，近年の傾向では，受け入れ国側のオーナーシップが求められるよう
になっており，エチオピア政府も国際機関の援助動向を把握して主体的に食
料安全保障政策を形成していくことを期待されている。資金源がドナーにあ
るために，エチオピア政府が完全に自由な判断を下せるとは言い難いが，ド
ナー側と協働して政策を形成することができるという点で，これまでの直接
の強制とは異なる形をとっている。このようなプロセスは，単純な強制でも
なく，かといってエチオピア政府が自主的に政策を選択する「学習」ともま
た異なるものである。さまざまなアクターとの相互作用の結果，エチオピア
がオーナーシップをもって援助機関とともに食料安全保障政策を遂行してい
く過程は，国際援助機関から被援助国への政策伝播の新たなメカニズムが形
成されつつあることを示しているといえよう。
〔注〕
⑴　World Databank: World Development Indicators
（http://databank.worldbank.org/data/views/variableSelection/selectvariables.
aspx?source=world-development-indicators, 2013年12月17日アクセス）のデー
タに基づく。
⑵　FFW/CFW をめぐる議論については，Sabates-Wheeler and Devereux（2010），
Barrett and Maxwell（2005, 200），Devereux（1999）などを参照のこと。
⑶　たとえば，本書序章第 4節で言及されているドロウウィッツとマーシュ
（Dolowitz and Marsh 1996）による政策の国際伝播のモデルが一例である。彼
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らの提示している政策伝播についてのチェックポイントは，政策伝播の分析
に有用である。本章では，彼らがチェックポイントとして挙げている点につ
いてひとつずつ対応することはしないが，念頭に置いたうえで分析を進めて
いく。
⑷　先進国側が発展途上国に対して特定の政策を「強制的」に採用させたとし
ても，その政策を先進国自身が採用しているとは必ずしも限らない。たとえ
ば，ドーハ・ラウンドでは，発展途上国に農産物市場の開放を求める先進国
側の農業が，補助金や輸入関税によって手厚い保護政策によって守られてい
ることを途上国側は批判している（国連開発計画 2005, 164-165）。
⑸　本章では，主に世界銀行，IMF，国際労働機関（ILO），国際連合児童基金
（UNICEF）のような国際開発機関における開発援助のアイディアの変遷をと
りあげている。ただし，それ以外にもアカデミックな分野では，従属論から
の視点のものなどさまざまなアイディアがある（絵所 1997, 220-236）。
⑹　ここでの食料援助は，アメリカ国内で生産されたものだけでなく，被援助
国や第三国で生産された食料も含む（WFP ウェブページ：“Food Aid Informa-
tion System” （http://www.wfp.org/fais/, 2013年 1 月30日アクセス）。
⑺　FAO ウェブページ（http://www.fao.org/docrep/003/w3613e/w3613e00.HTM,　
2014年 2 月13日アクセス）。
⑻　1936-1941年のイタリアによるエチオピア占領期間には，ハイレ＝セラシエ
I 世の統治は一時中断している。
⑼　社会主義政権期は，内実は大きく変わっていないものの政体としては二期
に分けることができる。1974年から87年までは，臨時軍事行政評議会
（Provisional Military Administrative Council）による軍事政権である。1987年以
降は，エチオピア人民民主共和国（People’s Democratic Republic of Ethiopia）
として国民投票によって憲法を批准し，共和政となった。
⑽　飢饉が深刻化していたにも関わらず，1974年には，エチオピア政府はアメ
リカから半分は譲与とはいえ2230万ドルの軍事兵器を購入しており，さらに
1975年度には1130万ドル分の兵器の譲与と1100万ドルの借款での兵器購入を
予定していた（Shepherd 1975, 67）。
⑾　在英エチオピア大使館ウェブページ
　 （http://www.ethioembassy.org.uk/low_contrast/about_us/disaster_prevention.
htm, 2014年 2 月 9 日アクセス）
⑿　DRMFSS　ホームページ（http://www.dppc.gov.et/index.html, 2014年 2 月 9 日
アクセス）
⒀　生産的セーフティ・ネット・プログラムに支援を行っているのは，世界銀
行（国際開発協会），WFP，防災グローバル・ファシリティ（GFDRR），イギ
リス（DFID），EU，アイルランド（DCI），カナダ（CIDA），スウェーデン
第 4章　エチオピアにおける現物 ･現金給付政策の変遷と国際食料援助政策　161
（SIDA），オランダ，アメリカ（USAID）の10機関である（IEG 2011, 29）。
⒁　2012年 9 月　DRMFSS 関係者からの聞き取りより。
⒂　2012年 9 月　DRMFSS 関係者からの聞き取りより。
⒃　2012年 9 月　DRMFSS 関係者からの聞き取りより。
⒄　ただし，FFW/CFW に参加できない人々への無償食料／現金給付には卒業
はない。
⒅　詳細については DRMFSS（2011）を参照のこと。
⒆　2012年 9 月　世界銀行生産的セーフティ・ネット・プログラム・チーム担
当者からの聞き取りより。
⒇　なお，エチオピアでは，2001年に開発援助グループ（The Development As-
sistance Group：DAG）が設立され，エチオピアに援助を行っている27の二国
間／多国間援助機関が参加して，情報共有を行っている（DAG ホームペー
ジ：http://www.dagethiopia.org/）。
　2012年 9 月　DRMFSS 関係者からの筆者聞き取り。
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